
誰もが習得すべきデジタル知識か
ら、より高度なデジタル技術やプ
ロジェクト管理などのデジタル技
術を習得する研修を体系的に実施

岡山市デジタル人材育成方針
現状・課題

・デジタルツールが普及してきた状況下において、市⺠サービスの向上や業務効率化を図るため
には、デジタル技術の活用を含めた検討が不可欠となってきた。

・これらに対応するためには、職員は今まで以上にデジタル技術の知識を身に着ける必要がある。

・ＤＸ推進計画においてもデジタル人材の育成を図ることとしており、実践的なスキルアップ
研修の充実に努めているところであるが、体系化が十分に出来ているとはいえない状況である。

方 針

取 組

デジタル技術の活用により市⺠サービスの向上や業務効率化を実践できるデジタル⼈材を育成する。

体系的な研修の実施
業務所管課において、デジタル技
術の活用やプロジェクトマネジメ
ント等のスキルをＯＪＴにより習
得する。
デジタル推進課は業務所管課を側
面支援する。

ＤＸを推進するための基礎となる
デジタル知識（データベース、
ネットワーク、セキュリティな
ど）の資格を取得するためのコン
テンツを提供する。

実務を通じた人材育成 資格取得の奨励



一般職員

コア人材

高度デジタル人材

デジタルスキルの高さ

・デジタルリテラシーを有する
（セキュリティを含む）

・デジタルツールが使える

・効果的なデジタルツールの導入・運
用ができる。

・システムプロジェクトをマネジメン
トできる

・ネットワークなど高度な知識を有する
・インフラシステムが運用できる
・庁内へのシステムの導入をサポートで
きる

情報部門職員等であって、デジタ
ル技術に関する高度な知見を有す
る⼈材

高度デジタル人材

マインドセット
（対象者：行政職等 約3,000⼈）

デジタルリテラシー
（対象者：行政職等 約3,000⼈（※））

デジタル技術 プロジェクト
マネジメント

高度なICT知識

デジタル人材育成の目指す人材像

デジタルスキルの高さに応じて、次の３つの人材を育成する。
①一般職員 ：デジタルツールとセキュリティに関する基本的な知識を有する。
②コア⼈材 ：業務所管課における中心的なデジタル⼈材として、デジタルツールやシステムの導入・運用などのプロ

ジェクトマネジメントを行うことができる。
③高度デジタル⼈材：情報部門職員として、ネットワークなどの大規模なインフラシステムの導入・運用を行うことができ、

庁内へのシステム導入のサポートも行うことができる。

（各業務担当課）ＤＸ推進の
中心となる⼈材

コア人材

課相当各1名の約190⼈
体制へ 指定所属各2名の約240⼈

体制へ

（※）「情報セキュリティ」については、ICT機器を取り扱う全職員（約7,700⼈）が対象



種 別 習得スキル 対象者 目標人数

高
度 高度なＩＣＴ知識 ネットワークやセキュリティに関する高度な

ＩＣＴ知識
情報部門職員等

※目標⼈数育成後も育成継続
3年で
約30名

コ
ア デジタル技術

クラウド クラウドを利用するために必要な、ハード
ウェアやセキュリティに関する知識

デジタル技術を活用して業務を
行っている又は行う予定の業務
所管課担当者
【４年で課相当１名を目途】

※目標⼈数育成後も育成継続

4年で
約190名

情報セキュリ
ティマネジメン
ト

情報セキュリティを確保したシステム調達等
（要求仕様・構築・運用保守）を行うための
知識

仕様書作成 システム調達するための仕様書作成に関する
知識

プロジェクトマネジメント又は
デジタル技術の研修受講者

5年で
約240名

コ
ア

プロジェクトマネ
ジメント

プロジェクトマ
ネジメント

プロジェクトの立案、進捗やリスクを管理す
る知識

システム構築・運用保守担当者
【５年で係相当２名を目途】

※目標⼈数育成後も育成継続
調達・委託管理 システムの調達から運用・保守までのライフ

サイクル全体に関する知識

システム運用・
管理

システムを運用管理するための知識（サー
バー、ネットワーク、監視、障害対応など）

一
般

デジタルリテラ
シー

デジタルリテラ
シー基礎

（必須）ＤＸやＩＣＴに関する基本的な知識
行政職等（約3,000名）

約3,000名/年
（選択）デジタルツールの利用方法に関する

知識 約600名/年

情報セキュリ
ティ 情報漏洩やウイルス感染などを防止する知識 ICT機器等を扱う全職員

（約7,700名） 約7,700名/年

一
般 マインドセット

行政環境の変化や多様な市⺠ニーズを把握・
分析し、問題の解決に向けて自ら積極的に行
動する意識

行政職等（約3,000名） 階層別研修等に
おいて実施

デジタル人材育成研修の概要

※研修内容は状況に応じて柔軟に見直す。


